





















にふさわしい綱領に改め、2000 年 4 月に、それを「医の倫理綱領」として改定した。そ








































「倫理・司法問題審議会」の活動  アメリカ4 


































中央医師評議会（General Medical Council）による問題ある医師の処置  イギリス 
 イギリスの医師会は、『今日の医療倫理 その実務と哲学』という「医師たちが個別事例
の状況に応じて適切な倫理的対応をかたちづくることを援助する」ためのガイダンスを作










医師法（The Medical Act）によれば、GMC とは、①全国医師の互選による選出委員が
半数以上、②枢密院による任名委員（非医療者）から 25 名、③大学および医学協会9から
の指名委員 25 名、という三者で構成され、すべての医師の登録簿（The Register）を管
理する組織体である。当然、プロフェッションの水準に達していない医師に対しては、そ
の登録から削除して医療を行う権限を奪うこともできる。 
GMC の主な任務は、(1)登録の維持・管理、(2)医師の行動基準（Standards of Practice）







は、専門行為委員会（Professional Conduct Committee：PCC）が、GMC の建物内にあ
る法廷において、公開で審理する。最悪の場合には、登録削除（strike off）が言い渡され
る。 




































































































































































































護士連合会が持つ（弁護士法 31 条、45 条）。懲戒権も、所属弁護士会と日本弁護士連合会
が有する（弁護士法 56 条 2 項、60 条）。この意味で、日本における現行弁護士法は、ほ
ぼ完全な自治権を有すると言える。さらに、日本弁護士連合会は、弁護士の職業倫理を確



























































1997 年 5 月に「倫理研修規程」、「倫理研修規則」を制定し、1998 年 4 月から、日弁連会

























































【付記】本稿は、 2005 年 11 月に、トルコのシャンルウルファで開催された The 
International Joint Bioethics Congress にて口頭発表した原稿（The Present State and 
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